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土地賃貸借契約書（案） 

 

長沼町（（以下（ 賃貸人」という。）と●●●●（（以下（ 賃借人」という。）は、旧マオイゴ

ルフリゾート跡地施設活用事業公募型プロポーザル実施要領（以下 実施要領」という。）

に基づき、賃貸人、賃借人との間において、次の条項により民法（（明治 29 年法律第 89 号）

第 601 条に基づく土地賃貸借契約（以下 本契約」という。）を締結する。 

なお、本契約は、建物所有を目的とするものではないため、借地借家法（（平成３年法律第

90号）は適用しない。 

 

（貸付物件） 

第１条 賃貸人は、賃貸人が所有（（管理）する別紙●●●に掲げる物件（（以下（ 貸付物件」

という。）を、現状有姿により賃借人に貸し付けることとし、賃借人はこれを借り受ける。 

（貸付期間） 

第２条 本契約の貸付期間は、令和●年●月●日から令和●年●月●日までの●●年間と

する。 

２ 前項の貸付期間満了後、賃貸人が賃借人の事業主体としての適格性が認められる場合、

最長 10 年間を限度に１回まで貸付期間を更新することができるものとし、その期間は

 事業用定期借地権設定契約条項（令和●年●月●日締結）」の存続期間の末日までとす

る。なお、更新後の期間における賃貸借等の条件は、原則、更新前と同一とする。 

３ 前項の更新は、第 1項の貸付期間満了よりも前に覚書により締結するものとする。 

（貸付物件の用途等） 

第３条 賃借人は、貸付物件を旧マオイゴルフリゾート跡地施設活用事業に係る公募型プ

ロポーザルで提案した事業（以下 提案事業」という。）の用途（以下 指定用途」とい

う。）に供しなければならない。 

２ 賃借人は、貸付物件を指定用途で利用するための設計、整備、運営、維持管理及び修繕

に係る費用を負担しなければならない。 

（賃料） 

第 4 条 貸付物件の貸料（以下 賃料」という。）は、年額金●●●●●●●円（1 円未満

は切り捨て）とする。（貸付期間が年度の中途で始まる場合又は終わる場合は、日数に応

じた日割り計算によるものとし、１円未満は切り捨てる。） 

２ 賃料支払の始期は、第 2条に定める貸付期間の開始日とする。 

３ 賃料は毎年４月１日から翌年３月31日までを１年度とし、賃借人は毎年度の賃料を毎

年４月30日までに賃貸人の発行する納入通知書により支払う。ただし、初年度は、第２

条に定める貸付期間の開始日から令和●年３月31日までの賃料を、賃借人は、賃貸人の

発行する納入通知書により、その指定する期日までに支払う。 

４ 前項に規定する支払期限が金融機関の休業日に該当する場合は、金融機関の翌営業日
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をその支払期限とする。 

５ 賃借人が第１項の賃料を第３項に定める支払期限までに支払わなかったときは、支払

期限の翌日から支払済までの日数に応じ年14.6％の率（１年を365日とする。）で計算

した金額（10円未満切捨て）を遅延利息として、賃貸人の発行する納入通知書により賃

貸人の指定する期日までに賃借人は支払わなければならない。 

ただし、賃貸人が特別の事情があると認めたときは、この限りでない。 

６ 賃貸人は、第 15 条第１号又は第 17 条の規定に基づき、本契約を解除したときは、既

納の賃料を日割り計算した金額（10 円未満切捨て）を賃借人に返還する。この場合、日

割り計算による１月を 30日として計算する。 

 （賃料の改定） 

第５条 賃料は、近隣地の地代の変動その他社会経済情勢等の変動等やむを得ない事情に

よりその価格が不相応であると賃貸人が認めるときは、賃貸人及び賃貸人の協議の上、こ

れを改定することができる。 

２ 賃貸人は、賃借人が貸付物件を貸付期間の始期以前の状態からゴルフ事業を行うため

の再整備を行った場合、その整備が完了した時点において、賃貸人及び賃借人の協議の上、

賃料を改定することができる。 

（契約保証金） 

第６条 賃借人は本契約締結までに契約保証金として金●●●●●●円を、賃貸人の発行

する納入通知書により支払わなければならない。 

２ 賃借人は、第１項の契約保証金をもって貸付物件の未払貸料その他賃貸人に対する債

務の弁済に充てることはできないものとする。 

３ 賃貸人は、第 15 条（（第１号を除く。）の規定に基づき、本契約を解除したときは、第１

項に定める契約保証金は賃貸人に帰属する。なお、契約保証金は損害賠償額の予定又はそ

の一部と解釈しないものとする。 

４ 賃貸人は第１項の契約保証金を貸付期間が満了したときにおいて、賃借人が貸付物件

を原状に回復又は更地にて賃貸人に返還し、かつ貸付物件及び貸付物件上の建物に設定

された各種の権利及びその登記の抹消が完了した後に賃借人に返還する。 

ただし、賃料の未払い又は損害賠償その他賃借人が賃貸人に対して負担する債務が残

存する場合にあっては、賃貸人は契約保証金を当該債務の額に充当した上で、その残余の

額を賃借人に返還する。 

５（賃貸人は、賃借人が賃貸人に対する金銭債務を履行しないときは、賃借人に対する何ら

の催告なく、いつでも保証金から充当することができる。この場合、賃借人は、賃貸人か

ら請求があるときは直ちに、充当による不足額を賃貸人に支払わなければならない。なお、

賃借人は賃貸人に対し、賃貸人に対する債務について保証金から充当することを請求す

ることはできない。 

６ 賃借人は、第１項の契約保証金返還請求権を第三者に譲渡又は第三者に対する債務の
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担保に供してはならない。 

７ 契約保証金に利息は付さない。 

（土地利用の条件） 

第７条 賃貸人は賃借人に対し、貸付物件を現状有姿のまま賃貸し、賃借人はこれを賃借す

る。 

２ 賃借人は、次の各号に掲げる条件をもって、貸付物件を利用するものとする。 

（１）賃借人は、貸付物件を提案事業の用に供するために利用するものとし、当該用途以

外の用途には利用できないものとする。 

（２）賃借人は、貸付物件にある調整池、水路、堤防、護岸、せき、床止めなどの流水に

係る施設の維持管理を行うこととし、施設の異状があったときは賃貸人に報告しな

ければならない。 

（３）賃借人は、賃貸人管理の普通河川に排出水を排水する事業があるときは、排出水量

に関して賃貸人の指示（ 指導に服するものとする。なお、排出水量の調整に伴い賃借

人に損失（ 損害が生じたとしても、賃貸人は賃借人に対して損失補償や損害賠償義務

を負わないものとする。 

（４）賃借人は、貸付物件が旧マオイゴルフリゾートを造成するために行った開発行為に

よって整備された土地であることを承知した上で提案事業を行うこととし、開発行

為により整備された防災設備、給排水設備、電気設備、植栽及び残地森林等を賃貸人

の承諾なく改良、撤去、用途変更をしたり、その他開発行為の条件に違反した利用を

してはならない。 

（５）賃借人は、貸付物件にある町有林の適正な管理を行うために必要な維持管理（（地拵、

植え付け、下刈、つる切、除伐、間伐等）及び伐採を賃貸人が行う場合は、その実施

に際し必要な貸付物件の一時的な使用等についてできる限り協力しなければならな

い。なお、賃貸人は町有林の管理に必要な施業がある場合は、その施業の 30日前ま

でに賃借人に場所、期間、施業方法等を通知するものとする。 

（禁止事項） 

第８条 賃借人は、貸付物件を次の各号に掲げる用に供してはならない。 

（１）貸付物件を指定用途以外の用途に供すること。 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（（昭和 23 年法律第 122 号）第２

条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又はその

他これらに類する営業の用に供すること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（（平成 3年法律第 77号）第２条

第２号に定める暴力団又はその他の反社会団体、及びそれらの構成員がその活動の

ために利用する等公序良俗に反する用に供すること。 

（４）政治的 宗教的な用途に供すること。 

（５）地域住民等の生活を著しく脅かすような活動の用に供すること。 
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（６）公害等により近隣環境を著しく損なうと予想される用に供すること。 

（７）賃貸人の承諾なく、貸付物件に建物を建築すること。 

（８）貸付物件を第三者に転貸すること。 

（９）本契約に基づく権利を第三者に譲渡し、又はこれに私権を設定すること。 

（10）景観を害する用途に供すること。 

（11）ごみ、その他汚物を不法に廃棄すること。 

（12）賃貸人の許可なく、樹木（枯れ木、倒木を除く。）を伐採すること。 

（届出事項） 

第９条 賃借人は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに文書をもって賃貸人に届

け出なければならない。 

（１）天災その他の事故により、貸付物件に異常が生じたとき。 

（２）商号、住所又は代表者を変更したとき。 

（３）合併、解散その他これに類する変動があったとき。 

（費用負担等） 

第 10 条 賃借人が貸付物件を整備するために要する費用は、全て賃借人の負担とし、その

調達は賃借人の責任においてなすものとし、賃貸人は一切の対価を支払わず、かつ、一切

の費用を負担しない。賃借人が不可抗力によって損害を被った場合においても、賃貸人は

当該損害を一切負担しない。 

２ 賃貸人は、貸付物件の修繕義務を一切負わないものとし、貸付物件の維持、保存又は改

良その他の行為に要する費用等は全て賃借人の負担とする。 

３ 貸付物件の使用に必要な排水、水道、下水道、電気及びガス等の引き込み等の措置につ

いては、それぞれの管理者又は事業者と協議し、賃借人の負担と責任において行うものと

する。 

（契約不適合責任） 

第 11 条 賃借人は、本契約を締結した後、貸付物件の種類、品質又は数量に関して契約の

内容に適合しないこと（地中障害物を含む。以下 契約不適合」という。）が判明した場

合であっても、賃貸人に対し、当該契約不適合を理由とした履行の追完請求、賃料の減免

請求、損害賠償請求及び契約の解約、解除をすることができないものとする。 

（保全義務） 

第 12 条 賃借人は、貸付物件の利用にあたり、土地の保守及び防災について十分配慮をす

るものとし、貸付物件の隣接地及び周辺に損害（ 迷惑等を及ぼすことのないよう善良な管

理者の注意をもって貸付物件を維持管理しなければならない。 

２ 賃借人は、賃借人の負担において草刈並びに案内板の設置等必要な周辺環境対策を講

じなければならない。また、賃借人は、対策を講じる前と講じた後に賃貸人に報告しなけ

ればならない。 

３ 賃借人は、その責めに帰すべき事由によって貸付物件を滅失又は毀損したときは、賃借
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人の負担において原状に回復又はその損害を賠償しなければならない。 

（法令遵守等） 

第 13 条 賃借人が貸付物件を使用するために、法令等に必要とされる手続きが存する場合

は、賃借人の責任でこれを行うものとし、その他法令等による規制が存する場合は、賃借

人の責任において遵守するものとする。 

（実地調査等） 

第 14 条（ 賃貸人は、貸付物件について、随時、実地に調査し、又は所要の報告若しくは資料

の提出を求めることができる。この場合、賃借人は、その調査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（契約の解除） 

第 15 条 賃貸人は、次の各号のいずれかに該当したときは、賃借期間中であっても契約を

解除することができる。 

なお、第１号を除く各号に該当するときは、催告その他何らの手続きを要することなく

賃貸人は契約を解除できるものとする。 

（１）国、地方公共団体その他の公共団体において、公用又は公共用に供するため貸付物

件を必要とするとき。 

（２）賃借人が、貸付期間の初日から３年以上経過してもなお第３条第１項に定める用途

に供せず、又はその用途に供した後、その用途を廃止したとき。 

（３）賃借人が、賃料の支払を第４条で規定する支払期限より 30日以上遅れたとき。 

（４）賃借人が、監督官庁から営業等の取消若しくは停止等の処分を受け、又は自ら営業

を休止若しくは停止したとき。 

（５）賃借人が、本契約の条項に違反したとき。 

（６）賃借人が、建築基準法その他関係法令等本契約に関する法令等に違反したとき。 

（７）賃借人が、銀行取引の停止又は差押、解散、破産、民事再生、会社整理、会社更生

法等の申立をする又は受けたとき。ただし、他の事情と相まって、賃貸人との間の信

頼関係が破壊されたときに限る｡ 

（８）賃借人が、暴力団及び暴力団員並びにこれらと密接な関係を有する者に該当すると

認められたとき。 

（９）賃借人が、提案事業を実施しないとき。 

（10）その他、賃借人又は賃借人の使用人に契約を継続し難い重大な背信行為があったと

き。 

（賃借人の解約権） 

第16条 貸付期間中に、天変地異等不可抗力により貸付物件が滅失したときは、賃借人は、

賃貸人に対し、６ヶ月以上の予告期間をもって書面により本契約の解約を申し入れるこ

とができ、予告期間の満了と同時に本契約は終了する。 

ただし、賃借人は、予告に代えて６ヶ月分に相当する額（10 円未満切上げ）の賃料を
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支払うことにより、本契約を即時解約することができる。 

なお、この場合、賃借人は第 18条に定める明渡返還及び原状回復義務を負い、契約保

証金の取り扱いは第６条に定めるところによる。 

２ 前項以外のやむを得ない事由により、賃借人が本契約の解約を希望する場合は、賃貸人

及び賃借人が協議の上、解決するものとする。 

なお、解約に至った場合、賃借人は、第 18条に定める明渡返還及び原状回復義務を負

うものとする。 

（不可抗力） 

第 17 条 天災地変、その他賃貸人又は賃借人の責めに帰すべからざる事由により、貸付物

件が使用できなくなり又は著しく使用が制限されることにより、本契約を継続すること

が困難となったときは、賃貸人又は賃借人の申し出により協議の上、本契約を解除するこ

とができる。この場合は、賃貸人及び賃借人は相互に損害賠償の請求をしない。 

（明渡返還及び原状回復義務） 

第 18 条 賃借人は、貸付期間が満了又は第 15条(第１号を除く。)及び第 17 条の規定によ

り本契約が解除若しくは解約又はその他の事由により本契約が終了するときは、賃貸人

の指定する期限までに賃借人の費用をもって貸付物件（地盤地下部分を含む。）に存する

賃借人の所有する建物（設置した建物を含む。）その他の工作物を撤去し、更地として返

還しなければならない。この場合、賃借人に賃料その他の残債務がある場合は、当該債務

を精算しなければならない。なお、貸付期間が満了する場合に限り、賃借人は賃貸人に対

し、第２条に定める貸付期間が満了する日の２年より前から、工作物の撤去等貸付物件の

返還に必要な事項の協議を開始しなければならない。 

２ 前項に定める原状回復については、賃借人は、賃貸人の履行確認を受けるものとする。

その際、賃貸人は、原状回復に不履行が認められる場合は、賃借人に対し必要な措置を講

じるよう指示することができるものとする。 

ただし、賃貸人及び賃借人の協議により、賃貸人が原状に回復する必要がないと認めた

ときは、この限りではない。 

３ 賃借人は、明渡し返還に際し、移転料、立退き料等名目の如何を問わず、賃貸人に対し

て一切の金品等の請求をすることはできない。 

４ 本契約終了と同時に賃借人が貸付物件を明渡し返還しないときは、賃借人は本契約終

了の翌日から明渡し返還完了にいたる日までの日割り計算した賃料の 2 倍に相当する損

害金を賃貸人に支払わなければならない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第 19 条 賃借人は、貸付期間が満了又は本契約が解除（ 解約されたときは、貸付物件に投

じた有益費又は必要費等があってもこれを賃貸人に請求できないものとする。 

（違約金） 

第 20 条 賃借人は、第 7条第 2項又は第 8条の規定に違反したときは、違約金として貸付
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期間中に発生する賃料総額の 10％に相当する額（（10 円未満切上げ）を賃貸人の指定する

期限までに賃貸人が発行する納入通知書により支払わなければならない。 

２ 前項の違約金は違約罰であって第21条に規定する損害賠償額の予定又はその一部とは

しないものとする。 

３ 第１項の規定は、第 15 条（（第１号を除く。）に規定する賃貸人の解約権の行使を妨げな

いものとする。 

（損害賠償責任） 

第 21 条 賃借人は、賃借人の責めに帰す事由により貸付物件を損傷し、又は本契約に違反

して賃貸人に損害を与えたときは、当該損害を賠償しなければならない。 

（苦情その他紛争の処理） 

第22条 賃借人は、貸付物件の使用等に伴い第三者からの苦情その他紛争が生じたときは、

賃借人の責任と負担において処理、解決に当たるものとする。 

 （契約の費用） 

第 23 条 本契約の締結に要する必要な費用は、賃借人が負担するものとする。 

（管轄裁判所） 

第 24 条 本契約に関する訴訟は、札幌地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする

ことを合意する。 

（契約の一体性） 

第25条 令和●年●月●日付で賃貸人及び賃借人が締結した事業用定期借地権設定契約が

終了したときは、本契約も当然に終了するものとする。 

（信義誠実の義務） 

第 26 条 賃貸人及び賃借人は、信義、誠実をもって本契約を忠実に履行しなければならな

い。 

（協議） 

第 27 条 本契約に定めのない事項又は本契約に疑義が生じたときは、賃貸人及び賃借人に

おいて協議の上、決定する。 

（その他） 

第 28 条 本契約に定めるものを除くほか、賃借人は、法令、実施要領その他関係資料に定

める条件を承諾し、順守するものとする。 

 

この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印の上、各自１通を

保有するものとする。 

 

令和  年  月  日 

賃貸人 北海道夕張郡長沼町中央北１丁目１番１号 

長沼町 
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町長 齋 藤 良 彦   印 

賃借人 住（所 

会社名 

代表者名         （ 印 

 

 

※事業用定期借地権を設定できない事業の場合（（土地賃貸借契約のみの契約となる場合）は、

下記の第９条第１項第４号以下及び第10条の条文を追加します。 

（届出事項） 

第９条 賃借人は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに文書をもって賃貸人に届

け出なければならない。 

（１）～（３）略 

（４）貸付物件（建物に限る。）に担保権を設定したとき。 

（５）建物の新築、増築、改築、大規模修繕又は解体をするとき。 

２ 賃借人は、前項第５号に係る工事を実施する場合、事前の書面による賃貸人の承諾なし

に工事を着手してはならない。 

３ 賃借人は、第１項第５号の工事が完了したときは、直ちに工事完了届を賃貸人に提出し

なければならない。 

 

（関係行政機関との調整）  

第 10 条 建物の新築、増築、改築、大規模修繕又は解体等の施工に必要な行政上の手続き

は、賃借人が行うものとする。  


